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第１編 

総論 
  



 

第１章 はじめに 

 

・これまでの取組 

 ひたちなか市は平成６年 11 月に勝田市と那珂湊市との合併により誕生しました。

合併後，２次にわたり総合計画を策定して計画的な行政運営に努め，「国際港湾公園

都市」，「自立協働都市」といった本市の礎を築いてきました。 

 そして，平成 28 年を始期とする第３次総合計画では，「世界とふれあう自立協働都

市 ～豊かな産業といきいきとした暮らしが広がる元気あふれるまち～」を将来都市

像と掲げ，産業流通インフラなどの地理的優位性を活かした企業誘致や，多様な産業

の活性化に取り組み，雇用の場と税収の確保に努めてきました。また，災害に強く，

快適に暮らすことができる都市基盤の整備を進めるとともに，高い市民力を活かし，

市民と協働し，社会全体で支え合う，生涯を通じて安全で安心して暮らすことができ

るまちづくりを進めてきました。 

 

 

・策定体制と市民参画 

第３次総合計画後期基本計画の策定に当たっては，市長を先頭に，今後の５年間

のまちづくりについて活発な議論を重ねてきました。また，総合企画審議会やその

分野別の専門部会，まちづくり市民会議からの意見聴取，市民アンケートやグルー

プインタビューの実施，パブリック・コメントなど，様々な方々にご参画いただき

ながら，多くの皆さまの多大なご理解，ご協力により策定されました。 
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・第３次総合計画後期基本計画策定までの経緯 

 

 

・平成６年 11 月１日 勝田市と那珂湊市が合併し，ひたちなか市が誕生 

 

・平成 10 年１月 「ひたちなか市総合計画」を策定 

まちの目指す将来像を「国際港湾公園都市」とする。 

基本構想目標年次：平成 17 年度 

前期基本計画目標年次：平成 12 年度 

 

・平成 13 年３月 「後期基本計画」を策定 

計画期間：５年 

 

 

・平成 18 年３月 「ひたちなか市第２次総合計画」を策定 

まちの目指す将来像を「豊かな産業といきいきとした暮

らしが広がる世界とふれあう自立協働都市」とする。 

計画期間：基本構想 10 年，前期基本計画５年 

 

・平成 23 年３月 「後期基本計画」を策定 

計画期間：５年 

 

 

・平成 28 年２月 「ひたちなか市第３次総合計画」を策定 

まちの目指す将来像を「世界とふれあう自立協働都市 

～豊かな産業といきいきとした暮らしが広がる元気あふ

れるまち～」とする。 

計画期間：基本構想 10 年，前期基本計画５年 

 

 

・令和３年３月 「ひたちなか市第３次総合計画後期基本計画」がスタート 

  計画期間：５年 

       ▶重点テーマ：人口減少の抑制～人口１５万人が維持できるまちづくり～ 

▷重点プロジェクト１ 子育て世代に選ばれるまちづくり 

▷重点プロジェクト２ Ｆ１層(20～34 歳女性)が住みやすいまちづくり 

▷重点プロジェクト３ ＵＩＪターン先として選ばれるまちづくり 

▷重点プロジェクト４ シビックプライドを高めるまちづくり 

 

 

 

表紙 
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１．「総合計画」とは 

 総合計画とは，まちづくりの最も基本となる計画です。 

 

●総合計画は，市のまちづくりの最高規範である「ひたちなか市自立と協働のまち

づくり基本条例」に即し，まちづくりのビジョン（基本的な考え方や将来都市

像）を明らかにするとともに，様々な分野の基本的な目標と施策を体系化し，総

合的・計画的に市政運営を行うための市の「最上位」計画です。 

●日常生活に係る様々な行政サービスを始めとして，まちづくりに係る各分野の計

画や事業は，この総合計画の考え方に基づいて策定・実施しています。 

 

【参考：自立と協働のまちづくり基本条例】 

（総合計画） 

第 18 条 市は，まちづくりの基本的な考え方や将来都市像を明らかにするとともに，産業，都市・生活環境，危機管理，

福祉・健康，教育・生涯学習，市民交流その他のまちづくりの分野について基本的な目標と施策を体系化し，総合的・計画

的に市政運営を行うため，総合計画を策定します。 

 

●総合計画は，「基本構想」「基本計画」「実施計画」の３層で構成し，「基本構想」

はまちづくりの大きな方向性を，「基本計画」「実施計画」では，その具体的な目

標・実施方法を詳しく示しています。 

 

 

＜計画の構成＞          ＜計画の期間＞ 
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●第３次総合計画での 

 

①基本構想とは 

 まちづくりのビジョンを明らかにし，施策の方向性を示すものです。 

基本構想は，長期的視点に立って，まちづくりのビジョン（基本的な考え方や将

来都市像）を明らかにするとともに，まちづくりの基本目標やこれを実現するため

の施策の大綱などを定めるものです。 

この構想は，総合的かつ計画的な市政運営の指針とするため，その計画期間を 10

年間としています。 

 

 ・基本構想 10 年間 

 目指す将来都市像 基本構想の概要（Ｐ．８～） 

   暮らしたくなるまち，暮らし続けたいまちをつくるための姿 

  

                   基本計画へと展開します。 

 

②基本計画とは 

基本構想に基づき実施する施策の体系を明らかにするものです。 

 基本計画は，基本構想を実現するために取り組む具体的な施策の体系を定めるも

のです。この計画は，前期計画，後期計画に区分するものとし，計画期間をそれぞ

れ５年間とします。後期基本計画では，将来都市像の実現に向けて，優先的に取り

組む「重点プロジェクト」と「各論（分野別の施策）」を示しています。 

 

 ・基本計画 ５年間 

 重点テーマ・重点プロジェクト（Ｐ．30～） 

 各論（分野別の施策）（Ｐ．45～） 

   各分野の施策を推進するための視点 

  

                   実施計画へと展開します。 

 

③実施計画とは 

基本計画に定められた施策を実施するための個別事業計画を定めるものです。 

 実施計画は，基本計画に掲げる施策について，向こう３年間の具体的内容や達成

目標を定め，社会経済情勢の変化に柔軟に対応しながら，進行管理を行うもので

す。ローリング方式により，毎年度評価，見直しを行います。 
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２．後期基本計画の策定に当たって 

前期基本計画は，まず第一に，東日本大震災の経験を教訓に，安全安心なまちづ

くりを基本に据えながら，当時の社会情勢や市民ニーズの変化などを適切に反映さ

せた計画づくりに努めました。 

しかし，前期基本計画の策定から５年が経過し，ひたちなか市を取り巻く社会経

済情勢は，急激に変化しています。特に，人口減少に対する取組の強化は喫緊の課

題の一つとなっています。 

日本の人口減少は急速に進み，地方創生が叫ばれる中，東京圏への人口一極集中

の是正は進んでいません。ひたちなか市でも，少子化が進行するとともに，若年層

を中心として東京圏への人口流出が継続しています。また，本市の人口に占める高

齢者の割合は毎年増加しており，国や県より緩やかではありますが，確実に高齢化

が進行しています。さらに，人口減少時代を見据え，自治体間では新しいまちの価

値の創造や魅力の発信といった競争が激化しつつあります。 

このような状況を踏まえながら，後期基本計画は，ひたちなか市が持続可能なま

ちとして成長し続けていくため，以下の４つの視点を加えて策定しました。 

 

後期基本計画の策定における「４つの新たな視点」 

視点１ まちづくりの課題解決に向けた「重点プロジェクト」の設定 

 ・基本構想に掲げる将来都市像の実現に向けて，本市の人口減少の抑制を最重

点課題として捉えるとともに，その課題解決に向けた施策に対する「選択と

集中」による資本投下を行うことを目的として，重点プロジェクトを設定し

ます。（Ｐ．30～） 

 

視点２ ＳＤＧｓを活用したまちづくり 

・ＳＤＧｓ※の経済，社会，環境の三側面を統合的に捉え，「誰一人取り残さな

い」社会の実現を目指すという理念は，総合計画に掲げる方向性と一致するこ

とから，ＳＤＧｓを活用して，まちが抱える様々な分野の課題に対する組織横

断的な解決に向けて取り組みます。そして，総合計画を推進することにより，

ＳＤＧｓの達成に向けた取組を推進します。 

   

※各施策ごとに，ＳＤＧｓの該当

する目標を示すアイコンを掲載

しています。 
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 視点３ 若い世代の意見を反映させた計画づくり 

 ・市民の意見を計画に反映させるため，従来の計画策定手法と同様に，市民ア

ンケート調査や市政懇談会，まちづくり市民会議などで寄せられた意見等を

整理し，ニーズの把握を行っています。 

 ・普段，表面に現れにくい若年層のニーズを探るため，中学２年生を対象とし

たアンケート調査のほか，高校生や大学生，独身の 25 歳前後の社会人などを

対象としたグループインタビュー調査を実施しています。 

    

   【高校生グループインタビュー】        【東京圏への転出者グループインタビュー】 

 

 ・子育て世代やＦ１層と呼ばれる 20 歳から 34 歳

までの女性を対象としたニーズ調査，観光市場

ニーズ調査など，個別調査の結果についても，

計画の策定に反映しています。 

 

 

視点４ 「ひたちなか市まち・ひと・しごと創生総合戦略」との一体的な推進 

 ・総合戦略※に掲げた取組は，総合計画と相互に関連し，目指すべき方向は同

じであるとともに，同時期に計画期間が終了することから，後期基本計画と

総合戦略を一体的に策定します。 

 ・本計画の正式名称は「ひたちなか市第３次総合計画後期基本計画（第２期ひ

たちなか市まち・ひと・しごと創生総合戦略）」とし，略称として「後期基本

計画」を使用することとします。 

 
 

※ＳＤＧｓ…2015 年 9 月の国連サミットで採択された 2030 年を期限とする，先進国を含む国際社会全体の開

発目標で、持続可能な世界を実現するための 17 の目標と 169 のターゲットで構成され，地球上の誰一人と

して取り残さないことを誓っています。日本においては，政府にＳＤＧｓ推進本部が設置され，平成 29 年

12 月に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略 2017 改訂版」において「ＳＤＧｓの推進は，地

方創生に資するものであり，その達成に向けた取組を推進していくことが重要」とされています。 

 

※総合戦略（ひたちなか市まち・ひと・しごと創生総合戦略）…将来にわたり市の活力を維持し，住みやすい

まちづくりを進めるため，本市における長期的な人口の状況を分析し，将来展望を考察するとともに，人口

減少の抑制や市の活力ある発展に資する施策について，達成目標を掲げながら総合的に推進していくための

計画として平成 28 年 3月に策定した。(令和 2年 3月一部改訂) 
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第２章 基本構想の概要（平成 28 年度～令和７年度） 

 

１．まちづくりの基本的な考え方 

 本市は，実り豊かな那珂台地と海の幸に恵まれた，水と緑

に囲まれたまちです。早くから工業や水産業を中心として多

様な産業が根付き，快適な都市環境が整備されるとともに，

北関東の中核拠点としての役割が期待されているひたちな

か地区においては，多くの企業が立地し，茨城港常陸那珂港

区の整備が進むなど発展を続けています。常陸那珂港区には

国際航路も数多く開設され，国営ひたち海浜公園には多くの

外国人観光客も訪れるなど，世界にひらかれた交流拠点として発展を続けています。 

 一方，経済の長期低迷，少子高齢化の進展や家族形態の変化

などにより市民の価値観やライフスタイルは変化し，ニーズは

多様化しています。本市においても，自治会加入率の低下に見

られるように，これまで地域社会を支えてきたコミュニティ機

能の低下も生じてきています。その一方，東日本大震災を経験

したことにより，人と人の絆の大切さが見直され，家族や友人

との絆だけでなく，自分の暮らすまちの人々とのつながりの重要性も再認識されています。 

 本市が末永く発展を続けていくため，本市の地理的優位性を活かして産業を活性化し，日々の

生活を支える働く場を確保するとともに，人々が絆で結ばれ，観光，教育，文化，スポーツなど

様々な分野で交流を創出し，まちの活力を高めながら，将来を担う子どもたちが夢と希望を抱き，

末永く健やかに暮らすことのできるよう，自立と協働のもとに計画的にまちづくりを進めていき

ます。 

 

２．将来都市像 

 まちづくりの基本的な考え方に基づき，暮らしたくなるまち，暮らし続けたいまちをつくるた

め，ひたちなか市の目指すべき将来都市像を 

 

   

 

 

 

   

 

と定めます。 

世界とふれあう 自立協働都市 

～豊かな産業と いきいきとした暮らしが広がる 

           元気あふれるまち～ 
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３．人口・世帯の想定 

 基本構想の目標年度である令和７年度における本市の人口を 154,000 人，世帯数を 65,000 世

帯と想定します。 

 

 

【参考】「ひたちなか市人口ビジョン」における人口の将来展望との関係 

  ・平成 28 年３月に策定した総合戦略における「人口ビジョン」では，長期的な将来人口に

ついて，令和 22年 (2040 年)に 14万 6 千人の維持を目標人口に設定し，令和 42 年 

(2060 年)の人口を 12万 9 千人と見込むものとしています。 

  ・この人口ビジョンに基づき，第３次総合計画においては，令和７年（2025 年）の想定

人口を 154,000 人と設定しました。 

 

ひたちなか市人口の将来推計 

  

 

   

※社人研：国立社会保障・人口問題研究所  

各推計における仮定等については第３編 付属資料 参照  
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市人口ビジョン（H28.3） 

社人研※推計準拠（H26） 

日本創生会議推計準拠（H26） 

 

市人口ビジョン 

（H28.3） 

154575 

9



 

４．土地利用 

 （１）基本的な考え方 

    目指すべき都市像に即した均衡ある都市の形成を図るため，本市の恵まれた自然環境と

地域の特性を生かした適正かつ合理的な土地利用を基本とします。 

良好な生活環境を確保するために必要な地域については土地利用の規制を強化するとと

もに，弾力的な土地利用が必要な地域については規制を緩和するなど，地域の実情に応じ

たきめ細かな規制・誘導を図ります。 

また，常陸那珂港区や北関東自動車道の整備による物流の増大やひたちなか地区の留保

地利用の進展などの変化を踏まえながら，郷土の発展につながる，自然環境との共生が可

能な潤いとゆとりのある土地利用を促進します。 

 

（２）土地利用の方向性 

  ①都市的土地利用 

    市街化区域については，環境の保全と自然との調和に配慮しながら，市のまちづくり

計画と市街化の進展状況に応じた機能的で秩序ある土地利用を推進します。 

    住居系地域については，安全で快適な潤いのある生活環境を確保するため，公共施設

の整備や整然とした街並みの創出を図ります。土地区画整理事業の施行区域については，

市民生活の利便性を高める基幹となる道路の整備や雨水排水対策，公共交通利用環境整

備等を重点的に実施し，市街地の利便性や安全性を高めるとともに，地区計画制度など

の活用により，秩序ある市街地環境の形成に努めます。 

    商業系地域については，勝田駅前を含めた中心市街地における商業機能の集積や中高

層住宅の建設などによる高度利用を促進し，にぎわいの創出を図るとともに，佐和駅お

よび那珂湊駅を中心とする地区への商業・業務機能の誘導に努めます。 

工業系地域については，周辺環境に配慮し，工場敷地内の緑化を促進するとともに，

道路，公共下水道などの基盤整備による利便性の向上を図ります。 

 

  ②農業的土地利用 

    農業の健全な発展を図るとともに，洪水や土砂崩れの防止など農地の有する多面的な

機能を有効活用するため，優良農地の保全に努めます。 

また，土地改良事業などによる基盤整備により農地の集約・大規模化や集落の居住環

境の整備を推進します。 

 

  ③自然的土地利用 

    良好な環境や景観を形成している台地縁辺部の斜面緑地や，河川，ため池などの水辺

等については，保全・整備に努めるとともに，市民の憩いやレクリエーションの場とし

ての活用を図ります。 

また，海岸地域については，豊かな自然環境の保全・活用に努めます。 
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５．施策の大綱 

将来都市像「世界とふれあう自立協働都市 ～豊かな産業と いきいきとした暮らしが広がる元

気あふれるまち～」の実現に向け，施策の大綱を次のとおり定めます。 

 

 
※施策の基本方針については，各論中（Ｐ．45～）に掲載しています。 
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第３章 ひたちなか市を取り巻く環境 

 

１．前期基本計画の評価 

 基本構想は将来都市像の実現に

向けて，６つの大綱の下位に 51 の

施策を位置付け，さらに前期基本

計画では，各施策の実現のため 100

の取組を掲げています。 

後期基本計画の策定に当たり，

前期基本計画の進捗状況を検証するため，これらに関する評価を行いました。 

 

「概ね順調」に進んだ前期基本計画の「100 の取組」 

 ●前期基本計画に掲げた 100 の取組について，その取組状況を以下の３段階で区分

し，施策別に集計しました。 

 

＜取組の評価基準＞ 

到達レベル 説 明 

順調 
目標・指標の区分がすべて「目標値を達成」しており，計画通りに事業を推進

しているもの。 

概ね順調 

・目標・指標の区分が「基準値より向上または維持」もしくは「基準値より

低下」しているが，計画通りに取組を推進しているもの。 

・目標・指標の区分が設定されていないが，計画通りに取組を推進している

もの。 

要改善 

・目標・指標の区分に「基準値より低下」しており，取組が計画から遅れて

いるもの。 

・目標・指標の区分が設定されていなく，取組が計画から遅れているもの。 

※基準値から低下する目標値を設定している場合は，実態に応じて区分しています。 

 

●集計の結果，概ね順調に取組が進んでいます。 

 

 

子どもたちがのびのびと成長し 
豊かな人間性が育まれるまちづくり 

市民とともに歩む人と人とがつながるまちづくり 

ともに支えあい末永く健やかに暮らせるまちづくり 

多様な産業が発展しにぎわいあふれるまちづくり 

やすらぎと潤いにあふれ快適に暮らせるまちづくり 

災害に強く安全安心に暮らせるまちづくり 

取組の評価（全体） 取組の評価（大綱別） 
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「概ね良好」に進んだ基本構想の「51 の施策」 

 ●基本構想に基づく施策について，取組状況を踏まえて以下の３段階で区分し，施

策別に集計しました。 

 

＜施策の評価基準＞ 

評 価 説 明 

良 好 
取組の到達レベルがすべて「順調」で構成され，施策の基本方針通りに推

進しているもの。 

概ね良好 
取組の到達レベルが「順調」「概ね順調」「要改善」で構成され，施策の基

本方針に沿って推進しているもの。 

遅れている 
取組の到達レベルに「要改善」が含まれ，施策の基本方針からやや遅れて

いるもの。 

 

●大綱別の状況を見ると，大綱Ⅰ，Ⅴ，Ⅵについては「遅れている」施策がなく，

順調に進んでいることが伺えます。 

 

  

 

●遅れている施策と原因は以下のとおりとなっています。 

＜遅れている評価となった施策とその原因＞ 

大綱 施策 原因と課題 

大綱Ⅱ 水産業 目標・指標としていた「アワビ水揚げ金額」，「廻船による年間水揚げ金額」

が基準値を下回っています。廻船誘致活動等を積極的に推進する必要があ

ります。 

大綱Ⅲ 医療・疾病予防 医療体制や健診に関する目標・指標が基準値を下回っています。高齢化等

を見据え，医師確保等の医療体制の構築に努めるとともに，健診の充実等

を図る必要があります。 

大綱Ⅳ 生涯学習 目標・指標としていた図書館の入館者数等が基準値を下回っています。新

中央図書館の整備を検討するとともに，利用者のニーズに対応した図書館

づくりを進める必要があります。 

 

 

子どもたちがのびのびと成長し 
豊かな人間性が育まれるまちづくり 

市民とともに歩む人と人とがつながるまちづくり 

ともに支えあい末永く健やかに暮らせるまちづくり 

多様な産業が発展しにぎわいあふれるまちづくり 

やすらぎと潤いにあふれ快適に暮らせるまちづくり 

災害に強く安全安心に暮らせるまちづくり 

施策の評価（全体） 施策の評価（大綱別） 
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２．時代の潮流 

（１）急速な少子高齢化と人口減少社会の到来 
今，わが国では，過去に類を見ない少子高齢化と人口減少の問題に直面してい

ます。「国立社会保障・人口問題研究所」の将来推計（平成 29（2017）年推計，出

生中位・死亡中位パターン）によると，平成 20（2008）年にピークを迎えた日本

の総人口は，これから長期の減少期に突入していきます。2060 年には総人口が

9,284 万人になり，2100 年には

5,972 万人まで減少すると予想され

ています。 

少子高齢化と人口減少の進行は，

消費の低下や労働力不足による経

済規模の縮小，地域の活力の低下，

高齢者の単独世帯の増加，社会保障

費の増加による国や自治体の財政

状況の悪化など，多方面に影響が及

ぶことが懸念されます。 

資料：内閣府「まち・ひと・しごと

創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」 

 

（２）新型コロナウイルス感染症がもたらした社会変化への対応 

令和２年１月にＷＨＯ（世界保健機関）が新たなウイルスとして確認した新型

コロナウイルスは，急速に世界へ蔓延し，公衆衛生上の脅威のみならず，地域経

済にも大きな打撃を与えています。また，感染拡大を防止するための外出制限な

どに伴う心理的ストレスの高まりによって，家庭内でのＤＶやコロナ鬱と呼ばれ

る精神疾患の増加への警鐘が鳴らされており，感染症の拡大防止，地域経済の回

復，そして個々の日常生活に対する支援の充実が求められています。 

また，新型コロナウイルス禍における人と人の接触の制約は，特に，情報通信

技術（ICT）の発展と相まって，在宅勤務やテレワークといった勤務形態の変化を

一気に加速させ，仕事と家庭の在り方について考える契機となっています。今後，

こうした人々の価値観やライフスタイルの変化にあわせた新しい社会や経済のあ

り方が求められていくことが想定されます。 

 

（３）経済情勢や産業構造の変化 

わが国の経済は，「右肩上がり」成長の時代から，少子高齢社会への突入ととも

に，これまで経験したことのない「成熟」の時代へと大きな転換期が訪れており，

成長基調の社会経済構造からの脱却が求められています。 

また，地方の産業・経済は，景気動向や地域間競争の激化などを背景に深刻な状

況となっており，これに伴う雇用情勢の悪化や地域の活力低下は重要な課題です。

他の地域と異なる魅力を持った，地域産業の競争力強化が必要となっています。 
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（４）安全・安心志向の高まり 

台風等に伴う大規模な洪水・高潮による被害，土砂災害や集中豪雨による内水

被害，首都直下型地震等の甚大な被害が想定される大規模地震など，災害の発生

リスクが増大しています。 

また，高齢者や子どもが被害者となる凶悪犯罪や振り込め詐欺なども多く発生

するなど，身近な地域における犯罪への不安が増大しており，日常生活のさまざ

まな面で安全・安心の確保が強く求められています。 

 

（５）情報通信技術（ICT）の発展・普及 

インターネットやスマートフォンなど，情報通信技術が飛躍的に発展・普及し

たことにより，様々な分野で生活利便性が向上し，誰もが必要な時に必要な情報

を容易に得ることが可能となりました。 

また，サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合

させたシステムにより，経済発展と社会的課題の解決を両立する，「Society5.0（ソ

サエティ 5.0）」という概念が提唱され，IoT（モノのインターネット）や AI（人

工知能）などの最新テクノロジーを活用することができる便利な社会が到来して

います。 

自治体においても，行政サービスを効率的に執行・提供する手段として，IoT や

AI，RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）などの高度な情報通信技

術の積極的な活用が進められています。 

 

（６）絆やつながりを求める意識 

家族や結婚，就労に関する価値観の多様化や生活・ビジネススタイルの 24 時間

化により，ワークシェアリング，在宅開業など生活様式や就労形態も様々となっ

ています。また，経済的な「ものの豊かさ」よりも家族との交流や自然とのふれ

あい等「こころの豊かさ」を重視する傾向にあります。 

就労を求めて移住する外国人の増加等により，住民構成，住民意識やニーズの

多様化も進んでおり，外国国籍の市民や LGBT の人々など，多文化共生や人々の多

様な生き方への理解の広がりも進展しています。 

人々の意識は，これまでの経済性や効率性が重視される「成長・拡大」から，

多様性，寛容性，安全，安心，スローライフの実現を志向する「成熟・持続可能」

へと変化しつつあります。 

新型コロナウイルス感染症による都市部の脆弱性の表面化やリモート勤務等の

普及により，全国各地の固有の自然，文化，風習，暮らし方などの魅力にひかれ，

首都圏から地方へ移り住むことを希望する人が増えています。今まで以上に，人と

人のつながり，自分と共有，共感できる相手やまちを求める時代になりつつありま

す。  
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３．ひたちなか市の現状 

（１）人口 

●人口減少社会への突入 

ひたちなか市の総人口はゆるやかに増加してきましたが，平成 24 年（2012 年）を

ピークに横ばいからやや減少に転じています。 

 

  
●進む高齢化 

０歳から 14 歳までの年少人口と働く世代でもある 15 歳から 64 歳までの生産年齢

人口が減少する一方で，65 歳以上の老年人口は増加しており，令和元年度の高齢化

率は 25.8％に上昇しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

年少人口はこ

の10年で 3,800

人ほど減少して

います。 

 

職員イラスト 

勝田地区の人口が増加

し，那珂湊地区の人口

が減少しているんだね。 

 

市民イラスト 
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●出生者数の減少 

自然動態（出生者数と死亡者数の差）の推移は，出生者数の減少が継続する一方

で，死亡者数は増加傾向にあり，年々その差が拡大しています。 

 

 

 

（参考）合計特殊出生率 

  ひたちなか市の合計特殊出生率は国や県よりは高い水準にあるものの，1.60 前

後で推移しており，人口を維持するために必要とされる 2.07 を下回っています。 
 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

  

1.2

1.25

1.3

1.35

1.4

1.45

1.5

1.55

1.6

1.65

平成

17年

平成

18年

平成

19年

平成

20年

平成

21年

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

合計特殊出生率の推移

全国 茨城県 ひたちなか市

これってどうやったら

変わっていくのかな？ 

 

市民イラスト 
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●転出者数の増加 

 社会動態（転入者数と転出者数の差）の推移は，年によって転入超過と転出超過

を繰り返しています。直近の３年は転出者が増加しています。 

 

 

 

（参考）子育て世代の人口流出 

・小学校就学前（２歳～７歳）を中心に人口が流出（子育て世代が流出）してい

ます。また，転出した子育て世代が，転出先で持ち家を購入しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.7%

1.4%

5.7%

67.1%

2.9%

14.3%

2.9%

42.9%

8.6%

5.7%

31.4%

0.0%

11.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

持家（戸建）

持家（     等）

賃貸住宅（戸建）

賃貸住宅（           等）

賃貸住宅（市・県営等の公営住宅）

社宅・独身寮等

その他

転出前

転出後

-2.0%

-1.5%

-1.0%

-0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８

直近3年間（H28→R1）の18歳未満の各歳の人口増減の平均値

転出した子育て世代の転出前後の住まいの形態 

  

 

 

今後も転出者

数が増加して

いくのかしら。 

転出後は持ち家の人が増え

て，賃貸住宅の人が減ってい

るのね。 

 

職員イラスト 

 

市民イラスト 

 

市民イラスト 

特に那珂市，常陸太田市に子ども

が流出しています。その他にも，東

海村，常陸大宮市，笠間市などへ

も転出が超過している一方，水戸

市からは転入が超過しています。 
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（参考）20 歳・30 歳代女性の人口流出と出生数の減少 

・20 歳～39 歳の女性の人口流出が続いています。また，合計特殊出生率は県内市町

村４位と高い水準でほぼ横ばいで推移していますが，女性の人口流出により出生

数も減少しています。 

 

  

 

 

  

ひたちなか市の 20 歳代の女性

人口は，東京圏や水戸市，つく

ば市へ流出しています。一方，

東海村，大洗町，日立市，常陸

太田市からは流入が継続してい

ます。 

 

合計特殊出生率が他の地域

より高いだけでは，子どもの

数は増えないのね。 

 

職員イラスト 

 

市民イラスト 
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（２）経済 

●増加傾向にある総生産額 

ひたちなか市の総生産額は，平成 25 年度（2013 年度）に大きく低下した後，増加

傾向にあり，平成 28 年度（2016 年度）には，約 7,560 億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）茨城県「市町村民経済計算」 

 

●「ものづくりのまち」ひたちなか 

ひたちなか市の産業大分類別従業者数から産業構造を見ると，従業者数が最も多い

産業は「製造業」で 19,350 人（28.7％）となっており，次いで第２位は「卸売業，小

売業」，第３位は「医療，福祉」となっています。製造業従事者が約３割を占めており，

「ものづくりのまち」と言える構成になっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年（2016 年）従業者数（事業所単位）：67,361 人，上図以外の従業者数（事業所単位）の合算：0人 

資料）内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」 

 

 

ひたちなか市は，つくば市，水戸

市，神栖市，日立市に次いで県

内５番目の総生産額となってい

ます。 

 

職員イラスト 
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また，産業大分類別付加価値額から見た産業構造についても，付加価値額最大の産

業は「製造業」で 890 億円を超えており，市全体の付加価値額の約 36％を占めていま

す。ここからも本市が「ものづくりのまち」として成り立っていることが見えてきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年（2016 年）付加価値額（企業単位）：247,118 百万円，上図以外の付加価値額（企業単位）の合算：655 百万円 

資料）内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」 

 

●市外からの流入所得に対する依存度が高い経済循環 

ひたちなか市の地域経済循環を見ると，生産から分配に至る段階で，ひたちなか市

民が市外から稼得した金額などによって，市内の生産から生み出される付加価値以上

に支出に回る額が大きくなっています。 

一方で，支出の段階で，個人の市外での消費や，企業の生産に必要な原材料などの

市外からの調達が大きいため，市内の生産活動への還流額が減少する構造になってい

ます。 

地域経済循環図2013年    指定地域：茨城県ひたちなか市    地域経済循環率 92.5％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」 

 

職員イラスト 

市内の需要を市内の生

産活動で自給すること

が重要です。 
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（３）財政 

 

●安定して推移する自主財源 

 歳入では，平成 24 年度以降は自主財源が依存財源を上回り，歳入全体として 500

億円代で推移しています。 

 

※自主財源：市が自主的に調達できる収入（市税や保育料，ごみ処理手数料など） 

※依存財源：国や県から交付または割り当てられる収入（国からの補助金や市債（借入金）など） 

 

 

●義務的経費の増加による財政の硬直化 

 社会福祉や社会保障といった福祉分野に使う経費（扶助費）の増加により，義務

的経費が増加しています。 

   
※義務的経費：人件費，扶助費（社会福祉や社会保障に使う経費），公債費（市債(借入金)を返済するための経 

費）など，支出が義務付けられている経費 

  

 

職員イラスト 

一般的に自主財源

が多いほど財政が

安定し，市独自の事

業を多く行うことが

できると言われてい

ます。 

 

職員イラスト 

一般的に義務的経

費の割合が高いほ

ど財政が硬直化し，

市独自の事業を多く

行うことが難しくなる

と言われています。 
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●財政力の改善，財政の硬直化 

 必要な財源の調達力を示す財政力指数は改善傾向にあるものの，経常的にかかる

経費の収入と収支の比率を示す経常収支比率は上昇しており，財政の硬直化が懸念

されます。 

 

※財政力指数：必要な財源の自立での調達力を示します。 

※経常収支比率：毎年度固定的に支出される経費が，毎年度安定的に確保される収入に対してどれくらいになっているかを示

します。 

 

●上昇傾向にある将来の財政負担 

 実質公債費比率及び将来負担比率は改善傾向にありましたが，平成 27 年度以降は

学校耐震化事業などの大型公共事業の実施により上昇傾向にあります。 

  
※実質公債費比率：借入金の返済額やこれに準じる額の大きさを指標化し，資金繰りの危険度を示します。 

※将来負担比率：地方公共団体の一般会計の借入金（市債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高の程度

を指標化し，将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示します。  

 

職員イラスト 

 

職員イラスト 

財政力指数は高いほ

ど良く，経常収支比率

は低いほど良いとされ

ています。 

実質公債費比率・将来負

担比率ともに上昇傾向に

ありますが，安定した財

政運営を行っています。 

実質公債費比率が 25％

以上で財政健全化団体

に，35％以上で財政再生

団体となります。 

将来負担比率が 350％以

上で財政健全化団体とな

ります。 
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（４）市民ニーズ 

●住みやすさを感じるまちへ前進 

住み心地・暮らしの満足度については，前回の調査から「住みやすい」と回答し

た方が増加しています。 

 
(まちづくりに関する市民意識調査) 

●定住に対する意向の高まり 

定住の意向については，前回の調査から「住み続けたい」と回答した方が増加し

ています。 

 

(まちづくりに関する市民意識調査) 

 

●市への誇りや愛着（今回から調査） 

 市への誇りや愛着を感じる人は約 64％となっています。 

 

(まちづくりに関する市民意識調査) 

 

市民イラスト 

誇りや愛着を感じると回答

した人ほど，定住意向や地

域活動への参加割合が高

くなるんだって。 
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●「満足度」と「充実希望度」のマトリックス分析 

基本構想に定める施策については，公共交通機関や道路整備といった移動に関す

るインフラ面と，商業振興や企業誘致・雇用創出といった産業や雇用面への満足度

が低くなっています。また，防災や河川・雨水幹線の整備といった安全安心に関す

る施策への充実希望度が高くなっています。 

 

満足度の低い施策 大綱 充実希望度の高い施策 大綱 

公共交通機関 

道路の整備 

商業振興 

市民意見への市政への反映 

企業誘致と雇用の創出 

Ⅴ 

Ⅴ 

Ⅱ 

Ⅵ 

Ⅱ 

 防災対策 

 河川・雨水幹線の整備 

 防犯対策 

 交通安全対策 

 道路の整備 

Ⅰ 

Ⅰ 

Ⅰ 

Ⅰ 

Ⅴ 

 

 

 

 

 

限とする，先進国を含む国際社会全体の開発目標で、持続可能な世界を実現するための 17 の目標と 169 のタ

ーゲットで構成され，地球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。日本においては，政府にＳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災対策河川，雨水幹線の整備

消防・救急体制

防犯対策

交通安全対策

企業誘致と雇用の創出

産業の活性化

商業振興

農業振興
水産業振興

観光振興

地域福祉

高齢者支援

障害者支援

保健医療体制や各種予防対策

生活困窮者支援

子育て支援

教育環境

青少年の健全育成

生涯学習環境

スポーツ振興

芸術・文化振興

良好な居住環境の整備

道路の整備

水の安定供給

下水道の整備

公園・緑地の整備

環境保全対策
ごみ処理対策やリサイクルの推進

公共交通機関

自治会等の地域コミュニティ活動の推進

市の魅力発信による交流の促進

男女共同参画の推進

市政情報の発信

市民意見の市政への反映

効率的な市役所の運営

3.10
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点
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8
 

ひたちなか市第 3次総合計画基本構想の大綱毎に項目を色分け 
 

1．災害に強く安全安心に暮らせるまちづくり       ５．やすらぎと潤いにあふれ快適に暮らせるまちづくり 
２．多様な産業が発展しにぎわいあふれるまちづくり  ６．市民とともに歩む人と人とがつながるまちづくり 
３．ともに支えあい末永く健やかに暮らせるまちづくり 
４．こどもたちがのびのびと成長し豊かな人間性が育まれるまちづくり 
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４．今後のまちづくりにおける主要課題 

●人口減少，少子高齢化への対応 

○若い世代を中心とした移住・定住促進による人口減少の抑制 

 これまで前期基本計画に基づき，各施策を着実に推進してきましたが，減少傾向

が続くひたちなか市の令和元年度の人口は，155,080 人となっており，このままでは

基本構想に定める令和７年度（2025 年度）の想定人口（154,000 人）を下回る可能

性が高くなっています。 

 令和７年の推計人口については，直近の純移動率・合計特殊出生率が継続するも

のとして試算した市推計(R1)では 151,385 人，国立社会保障・人口問題研究所の将

来推計(R1)では，15 万人を下回る 148,826 人となっています。 

 持続可能なまちづくりを進めるため，これまで以上に，若い世代を中心とした転

入促進・転出抑制を進め，人口減少対策に取り組む必要があります。 

 

 【人口推計の比較】 

    

   

  

・各推計の中で，最も人口が減少する「社人

研推計準拠（R1）」では，2040 年の高齢

化率は 35.7％，2060 年の高齢化率は

40.0％となっています。 

（参考）2019 年高齢化率：25.8％  

・また，2060 年の 19 歳以下人口は，

2015年の半分以下になると推計されてい

ます。 

【参考】社人研推計準拠（R1）における世代別人口の推移 
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○高齢者が安心して暮らせるまちづくり 

少子高齢化の進展により，医療や介護など，日

常生活において何らかの支援を必要とする高齢

者が増える一方で，高齢者を支える若い世代の

人口減少が予想されています。このような状況

の中で，高齢者が生涯を通じて住み慣れたまち

で自身の望む生活をできるだけ長く継続できる

よう，高齢者の健康増進を図り，健康寿命を延ばす取組が必要となっていま

す。高齢者一人一人に対して，フレイル※等の心身の多様な課題に対応したき

め細やかな保健事業と介護予防の一体的な実施を推進していく必要がありま

す。 

 

 

●新型コロナウイルス感染症対策と新しい生活様式への対応 

 新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び地域経済の回復，市民生活への支援に

取り組むとともに，今後の再拡大への備えや「新しい生活様式」の対応に向けた

取組を進める必要があります。また，感染症の拡大終息後においても，人々の価

値観や社会経済情勢の変化を捉えた施策を展開していく必要があります。 

 

 

●社会経済情勢の変化を捉えたまちづくり 

○安全安心なまちづくり 

市民の安全安心の確保は，行政の最大の使命です。大

規模災害や，新型コロナウイルスに代表される新たな

感染症等の脅威にも迅速に対応できるよう，市民から

の充実希望度の高い安全安心なまちづくりに向けて，

引き続き，各施策を推進していく必要があります。 

 

○企業誘致や移住者獲得に向けた取組の強化 

新型コロナウイルスの感染拡大は，これまで以上に，

企業や人の地方への移転・移住等の関心を高めること

となりました。これをチャンスとして捉え，企業の誘

致や市内事業者の競争力の強化，ＵＩＪターンの促進

などに取り組む必要があります。 

 

 

 
※フレイル…健康な状態と要介護状態の中間に位置し，身体的機能や認知機能の低下が見られる状態。適切な

治療や予防を行うことで要介護状態に進まずに済む可能性がある。 
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○効率的なまちづくりに向けたＩＣＴの活用 

多様化する市民のニーズや複雑化，高度化が進む行政事務に対応するためＩＣＴ

を活用して事務の効率化，省力化を図り，マンパワーを住民サービスの向上に効

率的に振り向ける必要があります。 

 

○関係人口の拡大に向けた取組 

  都市住民，特に若者のライフスタイルが多様化する中

で，移住した「定住人口」でもなく，観光に来た「交

流人口」でもない，短期滞在やボランティアなどのさ

まざまな形で継続的に地域と多様に関わる，新たな

「関係人口」といった概念が注目を集めています。人

口減少時代において，移住せずに地域を応援する関係

人口の拡大に向けて取組を進める必要があります。 

 

 

●選択と集中による行政資源の効率的な投入 

○大型公共事業による歳出増加への対応 

  老朽化が進む公共施設や雨水排水等の都市基盤の整

備，佐和駅東西自由通路及び新駅舎整備事業，さらに

はひたちなか海浜鉄道湊線の延伸，中央図書館の建替

えといった，本市の将来の発展に欠かせない主要施策

が多く控えており，事業の効率化，重点化を推進して

いく必要があります。 

 

○行財政改革の推進 

 限られた財源を効果的・効率的に活用し，本市の発展に欠かせない主要施策を

着実に推進するためには，今後も安定した持続可能な財政基盤を確立し，多様

化する市民ニーズを的確に捉えた質の高い行政サービスを提供するとともに，

これらを担う人材育成と機能的な組織の構築に取り組むなど，継続して行財政

改革を進める必要があります。 

 

○激化する地域間競争の中で選ばれる魅力づくり 

  人口減少時代を見据え，自治体間では新しいまちの価

値の創造や魅力の発信といった競争が激化しつつあり

ます。本市においても，強みや地域特性を最大限に活

かし，持続可能なまちとして成長し続けていくため，

ひたちなか市ならではの魅力を創る施策を展開すると

ともに，これまで以上にまちの魅力を伝える情報発信

を強化する必要があります。 
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●人口減少時代を見据えたまちづくり 

○まちはコンパクトシティへ 

  これから人口減少が想定される中，生活を支える施設

や住宅等がまとまって立地し，公共交通等で容易にア

クセスできる「コンパクト・プラス・ネットワーク」

のまちづくりが求められています。これまでに整備し

てきたインフラを活かしながら，スーパーや病院等の生活に必要なサービスと

居住を集約し，公共交通ネットワークを強化することにより，生活サービス水

準の維持・向上を実現する必要があります。 

 

○施設の老朽化への対応や人口減少に伴う再編 

市の公共施設や道路などのインフラ施設は，高度成長期を中心に整備してきまし

た。老朽化が進むこれらの施設は完成後 50 年以上を経過し，今後，一斉に補修や

更新の時期を迎えます。こうした中，公共施設の機能を維持しつつ，計画的な補修

を行うとともに，人口減少を見据えた施設の立地場所の検討や使用していない財産

の処分など，公共施設等の適正な維持管理が必要となっています。 

 

 

●人と人がつながるまちづくり 

○市民との協働によるまちづくり 

少子高齢化や核家族化の進行とともに，人と人とのつ

ながりの希薄化が進んでおり，日常における高齢者の

見守りや子育てに不安を感じる親の支援など，これま

では地域の中で解決されてきたことも，社会構造の変

化に伴い新たな課題として対応が求められています。

これらの課題は，行政だけでは十分な対応が困難であ

ることから，地域の方々との連携を密にしながら，適切な役割分担のもとに解決

策を探っていく必要があります。 

  

○多様性を認め尊重するまちづくり 

社会経済情勢が大きく変化し，グローバル化や価値観の多様化が進む中，市民の

ニーズに柔軟に対応していくためには，多様な背景を持つ人々が参画し，その多

様性を認め尊重し合うことで，有能な人材を発掘・活用し，新しい手法を引き出

し，より良い課題解決に繋げていくことがますます重要になっています。年齢や

性別，国籍，障害の有無，性格，価値観などの多様性を受け入れ，すべての人が

参画し，能力を最大限発揮することができるダイバーシティの考え方による社会

づくりが求められています。  
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第４章 後期基本計画の考え方 

 

第３次総合計画後期基本計画の推進に当たっては，引き続き，基本構想に掲げる将

来都市像の実現に向けて，６つの大綱に沿ったまちづくりを進めながら，時代の潮流

や社会経済環境の変化等を踏まえ，新たに次の重点テーマや重点プロジェクト，重点

事業を設定し，本市の課題解決に取り組みます。 

 

重点テーマ 
人口減少の抑制 

～人口１５万人が維持できるまちづくり～ 

 

後期基本計画の最大目標は，人口減少抑制や地方創生への取組を一層強化し，「令和

７年（2025 年）に総人口 15 万人」を維持することとします。 

 

 まちづくりにおける課題は様々ありますが，全国的に人口減少や少子高齢化が進む

中で，ひたちなか市が今後も賑わいや活力を次の世代に引き継ぐためには，まちの価

値をさらに高め，多くの方に，「選ばれるまち」となる必要があります。 

現状の人口動態が継続した場合，生産年齢人口が減少することで労働力不足につな

がり，市税収入の減少や社会保障関連経費の増大の要因となるほか，地域での支え合

いが困難になり，まちの活力が減退することも懸念されます。 

そこで，人口問題をまちづくりの総合的な課題として捉え，人口減少対策に取り組

み，持続可能なまちづくりを行うことにより，将来にわたって，より長く人口 15 万

人を維持することを目標としました。 

「人口 15 万人の維持」という分かりやすい目標に向かってあらゆる手段を講じ，

市民と行政が一体となって達成に向けて全力で取り組みます。 

 

目標・指標 

ＫＰＩ① Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

転出超過の解消 △178 人 転入増加への転換 

 

ＫＰＩ② Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

合計特殊出生率の上昇 1.60 1.62 

 

ＫＰＩ③ Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

求職者の割合 5.7％ 基準値以下 
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後期基本計画では，６つの大綱に掲げる各分野を横断して，重点テーマ「人口 15 万

人の維持」に向けて優先的に取り組む４つの重点プロジェクトを設定し，選択と集中

による資本投下により効果的な施策の展開を図ります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点テーマ「人口１５万人の維持」を実現するための４つの重点プロジェクト 

 ＜基本構想と重点プロジェクトの関係＞ 

 

 ＜重点プロジェクト＞ 

 

ＵＩＪターン先として選ば
れるまちづくり 

持続可能な世代循環 

Ｆ１層(20～34 歳女性)が
住みやすいまちづくり 
子育て層候補の増 

子育て世代に 
選ばれるまちづくり 
生産年齢人口の増 
こどもの数の増 

 

 
シビックプライド（市への「誇りや愛着，共感」）を高めるまちづくり 

まちづくりに対する自分ごと化 

➡ P.32  ➡ P.36  ➡ P.38  

人口減少抑制の取組の推進 

➡ P.42  
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重点プロジェクト１ 子育て世代に選ばれるまちづくり 

子育て世代が安心して子育てをしながら末永く住み続けてほしい！ 

ひたちなか市は全国規模の会社が多く，これまでも多くの人が移り住んできたこともあり，「外か

ら来る人にやさしいまち」と感じている子育て世代が多くいます。また，ＪＲ勝田駅は特急列車

がすべて停車するほか，道路の整備も進み，通勤・通学や首都圏へのアクセスも良好です。さ

らに，大型ショッピングセンターがあり買い物も便利なうえ，働く場も多く，国営ひたち海浜公園

などの観光資源も豊富です。 

子育て世代の声を施策に結び付け，市の魅力を更に市内外に発信し，ひたちなか市の充実し

た子育てライフをＰＲしていく必要があります。 

 

子育て世代の声①（イラスト等を挿入） 

 

・子育て支援，防犯・交通安全対策，教育環境をもっと充実して欲しい。子育て支援

としては，医療体制の整備，経済的な支援，母子の健康づくり，保育サービス，公

園の整備を充実して欲しい。 

 

考え方 →子育て世代の定住を促進し，また市外からも招き入れるためには，子育てに関連す

る施策全般を充実していく必要があります。特に，子育て世代の顕在的なニーズの高い防犯

対策，交通安全対策，医療体制，住宅環境などの安全安心に生活できる環境の整備を進める

必要があります。 

→経済的な支援を求める声も強いことから，他市町村の水準等も踏まえて経済的負担や支援の

在り方について検討する必要があります。 

→子育て世代の教育ニーズに対応した教育環境を整備する必要があります。 

 

子育て世代の声② 

 

・子育てが一段落したら，無理のない範囲でもいいから共働きで働きたい。 

 

考え方 →子育て世帯の９割近くが共働きを希望していることから，子育てをしながら働きや

すい環境を整備する必要があります。 
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子育て世代の声③ 

 

・ひたちなか市に住みたくても，十分な広さがあるセキュリティの高い賃貸物件が少

ない。 

 

考え方 →市内には，ゆとりのある鉄骨や鉄筋コンクリート造りなどの子育て世代の希望する

賃貸物件が少ないことから，不動産事業者と連携を図りながら，需要に対応した住宅供給に

向けて取り組む必要があります。  

 

子育て世代の声④ 

 

・もっと家族で休日に楽しめる場があったらいいのに。 

 

考え方 →家族で過ごす時間を大切にする子育て世代のニーズを踏まえ，ひたちなか市ならで

はの，家族みんなで楽しめる場等の整備を検討する必要があります。 

 

 

◎目標・指標 

ＫＰＩ① Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

0～9歳児の転出超過の解消 2～8歳で転出超過 各年齢層で転入超過 

 

ＫＰＩ② Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

ひたちなか市子育て応援宣言企業（子育

て世代に協力する企業の増加） 
33 企業 40 企業 

 

ＫＰＩ③ Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

子育て・教育関係の特設ページの開設及

び運営（プロモーションの充実） 
－ 構築及び運用 

子育て応援特設サイト及びＳＮＳ等の閲

覧数（情報発信の充実） 
Ｒ２年度実績値 基準値の 10％増 

 

ＫＰＩ④ Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

子育てしやすいと感じる市民の割合 31.2％ 33.7％ 

教育が充実していると感じる市民の割合 13.4％ 15.9％ 
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◎重点事業 

重点事業１ 子育て世代が安全に楽しく過ごすことができる環境づくり 

  ●核家族化が進む子育て世代の保護者が，子育てに関する悩みや不安を抱え込

まないよう相談体制を強化します。また，ひとり親家庭に対する支援や子ど

もの貧困等への対策を充実します。 

 

Ⅳ-2-① 乳児家庭全戸訪問，妊産婦育児相談室の運営 

Ⅳ-1-① 子育て支援センター「ふぁみりこ」の充実，家庭児童相談体制の充実， 

     ひとり親家庭に対する支援の充実 

●子どもが急な発熱など，いざという時に医療機関を受診できる体制を整備しま

す。また，医療費助成等については，近隣市町村の子育てに関する経済負担等

も踏まえ，本市の制度のあり方について検討します。 

Ⅲ-5-① 休日夜間診療所の運営，小児救急運営の支援 

Ⅳ-2-① 子どもや妊産婦，ひとり親家庭の医療費助成 

  ●休日には家族みんなで楽しめる環境を整備します。 

Ⅳ-1-② 子どもやその家族が思い切り体を動かして遊べる場の検討 新規 

Ⅴ-8-① 街区公園等の整備 

●子育て世代が希望する賃貸物件などの供給や，住宅取得に関する支援に向けた

検討を進めます。 

Ⅴ-11-①，Ⅵ-3-① 子育て世代・三世代同居住宅取得支援の検討 新規 

Ⅴ-11-① 情報交換会の開催等による不動産事業者との連携 新規 

  ●子どもたちを犯罪や交通事故から守り，安心して暮らすことができる環境を

整備します。 

Ⅰ-6-① 犯罪予防活動支援事業 

Ⅰ-7-① 交通安全施設の整備推進 

  

現在は取組番号を記載しているが，

製本時には頁番号を記載 

34



 

 

重点事業２ 子育てをしながら働くことができる環境の整備 

●子育てをしながら働きやすい企業の誘致や活動を支援します。 

Ⅱ-1-① 工業用地の確保 新規 

Ⅱ-1-① 多様な産業の企業誘致等の検討 新規 

Ⅱ-3-②,Ⅱ-8-① IoT や AI の活用など競争力を強化する支援事業の検討 新規 

Ⅱ-8-① テレワーク等の働きやすい環境整備や設備の導入等の実施検討 新規 

Ⅳ-1-① 地域が取り組む多様な子育て支援活動への支援 (子育て応援宣言企業制度の活用) 

●働く子育て世代が安心して子どもを預けることができる環境を整備します。 

Ⅳ-3-① 公立保育所運営の充実，民間保育所等の保育サービス事業の支援 

 保育士の働きやすい環境の整備 

Ⅳ-3-③ 公立学童クラブ運営の充実，民間学童クラブの運営支援 

 

 

重点事業３ 確かな学力を育む教育環境等の整備 

●子どもたちが自ら学び考え，問題を解決する確かな学力を育成するとともに，

居場所づくりや絆づくりを通した魅力ある学校づくりを進めます。また，子ど

もたちに親しまれる新中央図書館の整備に取り組みます。 

Ⅳ-4-① 確かな学力育成事業（学校訪問指導の実施，学力向上研修事業，学

びの広場サポートプラン事業など） 

Ⅳ-4-② 魅力ある学校づくり事業 

Ⅳ-7-② 新中央図書館の整備 

 

 

重点事業４ 子育て世代に向けたプロモーションの充実 

●市内外に本市の子育てに関する魅力や必要な情報が届くよう，戦略的な情報発

信を行います。 

Ⅵ-6-① 市報の発行 

Ⅵ-6-① 市公式ホームページの運営 

Ⅳ-1-①，Ⅵ-6-① SNS 等での情報発信 

Ⅵ-6-① プロモーションの実施 新規 
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重点プロジェクト２ Ｆ１層(20 歳～34歳女性)が住みやすいまちづくり 

Ｆ１層にも「いいね，ひたちなか」って言われたい！ 

市内に住むＦ１層からは，「ひたちなか市は住むことには困らないが，賑わいや働く場所がない」

といった意見が挙げられます。確かに東京と比較すると劣る部分があるかもしれません。 

しかし，市内をよく見るとオシャレなカフェやフォトジェニックなスポット，多様な働く場所が数多くあ

るほか，心温かい人もたくさんいます。 

ひたちなか市での充実した日常生活や，将来にわたって自分らしい暮らしがイメージできる，Ｆ

１層に選ばれるまちづくりを進める必要があります。 

 

Ｆ１層の声① 

 

・子育て支援，公共交通機関，市の魅力発信による交流の促進をもっと充実して欲し

い。 

・駅前に安心して居住できる賃貸物件等がない。 

・街灯が少なく夜道が暗いため，徒歩や自転車での移動は少し怖い。 

 

考え方 →学生や自動車の運転を敬遠する女性にとって，夜道の明るさといった防犯面や公共

交通機関の充実に対する希望が高くなっています。また，関連して駅に近い防犯性の高い賃

貸住宅を希望する傾向があるため，勝田駅周辺等の賃貸住宅の供給について検討する必要が

あります。 

→市外からのＦ１層の獲得に向け，本市での充実した日常の暮らし等についてＰＲを行う必要

があります。また，結婚前のＦ１層についても，将来の子育てを想定していることから，子

育て支援を充実するとともに，ひたちなか市で子育てをしながら暮らしていくイメージにつ

いて情報を発信する必要があります。 

 

Ｆ１層の声② 

 

・給料がよい就職先が多くあるといい。でも，子育てをする時には，仕事と子育てが

両立できることも重要だよね。 

 

考え方 →居住の増加につながることとして「給料がよい就職先が多くできる」と回答する女

性の割合は，男性よりも 10 ポイント程度高くなっています。しっかりと働きたい女性のニ

ーズに対応する就業の場を確保する必要があります。 

→女性は結婚，出産と多くのライフステージで就業の選択を迫られることから，特定の働く場

所だけではなく，就業の多様性の確保を図る必要があります。 
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◎目標・指標 

ＫＰＩ① Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

20 歳代女性の転出超過の解消 △42人 転出入均衡 

 

ＫＰＩ② Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

ライフステージにおける就業の多様性・

選択肢の充実度 
11.5％ 14％ 

 

◎重点事業 

重点事業１ Ｆ１層が自分らしく働くことができる場の確保 

  ●Ｆ１層のライフステージに合わせた多様な選択肢のある就業の場を確保し，

女性が活躍する社会の実現に向けて取り組みます。 

Ⅱ-1-① 多様な産業の企業誘致等の検討 新規 

Ⅱ-3-②,Ⅱ-8-① IoT や AI の活用など競争力を強化する支援事業の検討 新規 

Ⅱ-4-① 商業分野の創業支援 

Ⅱ-8-① テレワーク等の働きやすい環境整備や設備の導入等の実施検討 新規 

Ⅵ-5-① 女性の活躍推進に関する啓発 

 

 

重点事業２ Ｆ１層に向けたプロモーションの実施 

  ●Ｆ１層が本市での日常生活における充実した暮らしや，将来の子育て期にお

ける自分らしい暮らしがイメージできるよう情報を戦略的に発信します。 

Ⅵ-6-① 市報の発行 

Ⅵ-6-① 市公式ホームページの運営 

Ⅵ-6-① SNS 等での情報発信 

Ⅵ-6-① プロモーションの実施 新規 

 

 

重点事業３ Ｆ１層の住宅需要等への対応 

  ●Ｆ１層が安心して居住できるよう，公共交通の充実を図るとともに，セキュ

リティの高い住宅等の供給等について検討します。また，若い世代の住宅取

得等に関する支援について検討します。 

Ⅰ- 6-② 防犯灯設置費等補助金交付 

Ⅴ- 2-②，Ⅴ-12-③ 佐和駅東口駅前広場，佐和駅東西自由通路及び新駅舎の整備 

Ⅴ-11-① 情報交換会の開催等による不動産事業者との連携 新規 

Ⅴ-11-① 若い世代や移住者の住宅取得等に関する支援の検討 新規 

Ⅴ-12-② 湊線延伸事業の実施 

Ⅴ-12-③ ひたちなか地区への新たな公共交通結節点の整備 新規 
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重点プロジェクト３ ＵＩＪターン先として選ばれるまちづくり 

 

ひたちなか市に住もう，ひたちなか市で働こう！ 

そして多くの人から応援されるまちへ!! 
 

ひたちなか市出身の学生が，県外へ進学し，そのまま都市部への就職等により転出しているこ

とから，Ｕターンが選択肢となるよう取り組む必要があります。 

また，ひたちなか市に興味や親近感がある人のＩＪターンを促進する必要があります。 

さらに，本市から離れていても，ひたちなか市を応援してくれる関係人口の拡大に向けて取り組

む必要があります。 

 

Ｕターン候補者の声 

 

・ひたちなか市に魅力のある企業があるといいな。カフェなどの自分のやりたいこと

が起業しやすい環境だといいね。他にも就職活動中に市内の企業情報を簡単に入手

できていたら地元の就職を考えたかも。 

・ひたちなか市を離れても，地元のことを振り返る機会があると，改めてひたちなか

市が好きなことを実感する。地元を良くするために何かできることがあれば協力し

たい。 

 

考え方 →学生が魅力的に感じる企業の誘致に努めるとともに，市内事業者の競争力強化を支援

する必要があります。また，就職に関する情報等を提供することにより，Ｕターンを促進する

必要があります。 

→市から転出した後も，市と関係性を持ち続けるための仕組みづくりについて検討する必要があ

ります。 
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ＩＪターン候補者の声 

 

・茨城県内の自治体のことは良く分からないから，市の知名度と中心駅周辺の雰囲気

からそのまちでの生活をイメージするかな。勝田駅周辺は居酒屋等が多い反面，文

化施設が少ないなど，生活するイメージがしにくいかも。 

・移住先としては「日常の買い物が便利」,「自然が多く環境が良い」,「道路事情や

交通の便が良い」といった住環境も大事。 

・住まいを決める情報源として「不動産情報サイト」を活用しているよ。 

 

考え方 →本市来訪の経験がある東京圏在住者の約 55％が「将来的な意向も含め「移住等を検

討してみたい」」と回答しており，年齢が若い層ほど移住希望が強くなっています。さらに，移

住希望者のうち約 80％が「将来的な意向も含め「ひたちなか市を候補として検討できる」」と

回答しています。 

→「ひたちなか」の「知名度」とともに，移住意向の上昇につながる日常の買い物といった居住

環境等に関する「理解度」を高める必要があります。また，住宅供給に関する整備や不動産情

報サイト等の充実について事業者と連携する必要があります。 

→道路整備や公共交通の充実など，日常生活の利便性向上を図る必要があります。 

 

 

◎目標・指標 

ＫＰＩ① Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

本市出身東京圏在住者との新たな関係の

構築（Ｕターン候補者との新たな関係づく

り） 

－ 体制の構築 

 

ＫＰＩ② Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

首都圏在住者のひたちなか市の認知度

（ＩＪターンの促進） 
20.5％ 23.5％ 

 

ＫＰＩ③ Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

ＵＩＪターン対象者向け 

特設Ｗｅｂサイトの構築及び運用 
－ 構築及び運用 
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◎重点事業 

重点事業１ ＵＩＪターン希望者への支援等の強化 

  ●移住希望者が居住地を探す情報源となっている不動産情報サイトから，本市

の情報を効果的に届けるため，不動産事業者等と連携したＰＲ方法を検討し

ます。また，空き家活用の仕組みづくりなど，移住を促す取組を検討しま

す。さらに，市内中小企業等の都市部からの若い人材の確保を支援するとと

もに，市内中小企業等の就業者に対して，奨学金の返還支援を行います。 

Ⅴ-11-① 情報交換会の開催等による不動産事業者との連携 新規 

Ⅰ- 6-③ 移住・定住促進等を目的とした空き家活用の仕組みづくり検討 新規 

Ⅱ- 1-② 都市部学生向けインターンシップ事業の開催検討 新規 

Ⅴ-11-① お試し移住事業の検討 新規 

Ⅴ-11-① 若い世代や移住者の住宅取得等に関する支援の検討 新規 

Ⅳ- 5-① 奨学金返還支援事業 

 

 

重点事業２ 生活基盤の整備 

  ●公共交通ネットワークや都市整備を進め，移住しやすい環境を整備します。 

Ⅴ-2-②，Ⅴ-12-③ 佐和駅東口駅前広場，佐和駅東西自由通路及び新駅舎の整備 

Ⅴ-5-① 都市計画道路の整備（東中根高場線の県道昇格及び高場陸橋の 4車

線化，昭和通り線の整備，土地区画整理事業地内の都市計画道路の整

備） 

Ⅴ-12-② 湊線延伸事業の実施 

Ⅴ-12-③ ひたちなか地区への新たな公共交通結節点の整備 新規 
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重点事業３ 多様な働く場の確保 

  ●ＵＩＪターン希望者の雇用の場の確保に努めるとともに，創業や起業に対す

る支援を行います。また，地方への移住等の機運の高まりを踏まえて，事業

者が行うリモートで働くことができる環境整備等の支援について検討しま

す。 

Ⅱ-1-① 企業立地支援 

Ⅱ-1-① 工業用地の確保 新規 

Ⅱ-4-① 商業分野の創業支援  

Ⅱ-3-②,Ⅱ-8-① IoT や AI の活用など競争力を強化する支援事業の検討 新規 

Ⅱ-8-① テレワーク等の働きやすい環境整備や設備の導入等の実施検討 新規 

 

 

重点事業４ 転出者等との新たな関係づくり（関係人口の創出・拡大） 

  ●県外への転出学生等に対する就職に関する情報提供や，新たなコミュニティ

の形成等について検討します。また，イベント等の来訪者と本市の関わりを

深められるよう取組を検討し，関係人口の創出・拡大を図ります。 

Ⅱ-7-① リピーター客の創出に係る取組の推進 

Ⅱ-8-① ふるさと納税制度活用の推進 

Ⅵ-3-① 県外在住者との絆の構築 新規 

Ⅵ-4-① 各種イベント参加者との関係性の構築 

 

重点事業５ 知名度・理解度の向上とシティプロモーションの実施 

  ●市の知名度だけでなく，観光客等の市内回遊を促し，移住意向を高める要因

のひとつとなる居住環境等についての理解度の向上を図ります。また，勝田

駅周辺のイメージ向上に関する取組を検討するほか，ＵＩＪターンにつなが

るプロモーションを実施します。 

Ⅱ-7-① 市内回遊観光の促進 

Ⅵ-6-① 市公式ホームページの運営 

Ⅵ-6-① SNS 等での情報発信 

Ⅵ-6-① プロモーションの実施 新規 
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重点プロジェクト４ シビックプライドを高めるまちづくり 

誰かを支え，誰かに支えられ，このまちが好き！ 

「シビックプライド」とは，まちへの誇りや愛着，そしてまちのことを自分のこととして関わっていく気持

ちを意味します。 

市民がお互いを尊重し，認め合い，また豊かな自然とともに暮らすために，市民として自分にで

きることはなにか，それを考えることからひたちなか市のまちづくりは始まります。 

 

 

考え方 →シビックプライドを醸成することにより，定住や社会参加の意識を高めるとともに，

住居を決定する情報源として効果の高い，自発的なまちの推奨や魅力発信につなげる必要が

あります。 

→子どもたちを中心に，市の魅力を発見し，市の良さを認識する機会を創出するとともに，地

域の取り組む多様な活動を支援し，多世代による交流を促進する必要があります。 

→市の課題や取組について情報を積極的に開示し，地域のまちづくりへの参画を促すとともに，

成果等についても明確に示すことにより，まちの自分ごと化を図る必要があります。 

 

 

◎目標・指標 

ＫＰＩ① Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

市を好きと感じる中学生の割合 69.9％ 72.9％ 

市に誇りや愛着を感じる市民の割合 63.8％ 66.8％ 

 

ＫＰＩ② Ｒ２(基準値) Ｒ７(目標値) 

「住むこと」に対する推奨度 -18.7 基準値以上 
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◎重点事業 

重点事業１ 市の魅力を発見する取組の充実 

  ●市の魅力を発見し，地域の良さを感じる取組を推進します。 

Ⅱ-8-① ふるさと納税制度活用の推進 

Ⅱ-8-① オープンファクトリー等の産業 PR 施策の実施検討 新規 

Ⅳ-5-① 大学等とのまちづくりなどに関する連携 

Ⅳ-6-① 体験学習事業の開催，青少年団体への支援 

Ⅳ-9-① 幼小中学生芸術鑑賞会，伝統文化継承事業，子ども伝統文化フェス

ティバル開催事業 

 

 

重点事業２ 多世代による地域との交流の促進 

  ●地域の多世代の交流を促進し，多様な価値観に触れ，地域に愛着を感じる取

組を推進します。 

Ⅳ-1-① 地域が取り組む多様な子育て支援活動への支援 

Ⅳ-1-② 子どもの居場所事業運営支援 

Ⅳ-4-③ コミュニティ・スクールの導入 新規 

Ⅳ-4-③ 地域学校協働活動の推進 新規 

Ⅳ-6-① 地域社会と連携した放課後子ども教室開催の推進 

Ⅳ-7-① 多世代交流イベントの充実 

Ⅵ-1-② 市民交流センターの運営支援及び利用促進，ふれ愛隊養成研修講座

の実施 

Ⅵ-4-① 市民と市内実業団選手との交流支援 

 

 

重点事業３ まちに対する自分ごと化の推進 

  ●市民と一体となって市の課題を解決するため，地域での支え合いに関する活

動を支援します。 

Ⅲ-1-① 井戸端会議の実施 

Ⅲ-1-①,Ⅵ-3-① 地域福祉人材育成事業の実施 

Ⅵ-1-① まちづくり市民会議運営支援事業 

Ⅵ-2-② 地域のコミュニティセンター運営への支援 

Ⅵ-4-① シビックプライドを醸成するイベントの実施 新規 

 

 

重点事業４ 市民に伝わる情報発信 

  ●市民のシビックプライドの醸成を図るため，市の課題や取組，達成状況等に

ついて分かりやすい情報発信，情報共有に努めます。 

Ⅵ-6-① 市報の発行，市公式ホームページの運営，SNS 等での情報発信 

Ⅵ-6-① プロモーションの実施 新規 
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